
















要約:平成 4年度厚生省心身障害研究班で実施した「超低出生体重児 3歳時予後全国調査」

に協力の得られた 193 施設で 1990 年度に出生した児 853 例を対象に、超低出生体重児 6

歳時予後全国調査を実施した.対象患児のフォローアップ状況、就学予定、身体発育、運

動発達、知能発達、行動発達、視力障害、聴力障害、現在の異常について、各施設の主治

医に調査票を配付し、回答の得られたのは 137 施設、722 例(84.6%)で、うち死亡例が 7

例、追跡不能例が 167 例あり、6 歳時における児の発達状況について記載があった 548 例

の調査票を解析した.

1.  6 歳時における健診施設としては、自医療機関で実施したのが 548 例中 480 例(87.6%)

で、大半の超低出生体重児は収容されていた NICU のある施設でフオローアップされてい

た.548 例の超低出生体重児のうち、普通学級への就学予定者が 456 例(83.2%)、障害児学

級が 27 例(4.9%)、養護学校が29 例(5.3%)、就学猶予児が 5例(0.9%)、未定が 31 例(5.7%)

となっていた.

2.6 歳時における神経学的予後は、正常 421 例(76.8%)で、脳性麻痺十精神遅滞 42 例(7.7%)、

脳性麻痺 32例(5.8%)、精神遅滞 53 例(9.7%)となっていた.

3.脳性、麻痺児 74 例の背景因子についてのロジステフィック解析でのオッズ比は、B 及

び C ランク施設では A ランク施設に対し 1.98、出生体重 750g 未満児では出生体重 750g

以上児に対し 1.78、非母体搬送例では母体搬送例に対し 1.68 と有意に高く、AFD 児、男

児、単胎児でもやや高いオッズ比を示した.

4.運動発達、知能発達について 3 歳時評価と 6 歳時評価とを比較検討した.3 歳時におけ

る脳性麻痺の発生頻度は 13.1%、6 歳時には 13.5%と差のないことが明らかとなった.一方、

3 歳時における精神発達遅滞児の頻度は 13.5%、境界児は 9.6%であったが、6 歳時にはそ

れぞれ 17.5%、18.2%と著しく増加している.3 歳時における精神発達遅滞の診断は遠城寺

式検査によるものてあったが、3 歳では精神発達遅滞の的確な診断はまだ不可能であり、

少なくとも就学前までのフォローアップの必要性を示唆している.

5.両眼失明児 2.2%、片眼失明児 0.9%の頻度は 3 歳時と変化していないが、弱視と診断さ

れた児は 4.9%から 12.6%へと著しく増加していた.難聴が 1.6%から 2.0%、てんかんが 4.2%

から 5.8%へと 3 歳時に比べて若干の増加がみられた.  注意欠陥・多動障害(ADHD)と診断

されたのは、精神遅滞のない児 421 例中 14 例(3.3%)、境界 21 例(5.0%)あり、これらの児

では就学後のフォローアップを必要とする.3 歳時には 10.9%と高頻度に認めた反復性呼吸

器感染は 6 歳時には 4.0%のみとなっていた.3.8%の児でみられた在宅酸素療法例は 6 歳時

には 1例もなくなっていた.


